
世界の危機が潜んでいる

　今回は筆者にとって畑違いのロ
シアとウクライナの戦争というテ
ーマに頭を突っ込んでしまった。
多くの開発途上国の中でもアフリ
カ諸国は、食料の供給という点で、
この戦争を見守っているに違いな
い。中にはロシアからの武器供給
という観点から、戦争の動向を凝
視する国もあるだろう。どういう
形で決着がつけられるのか。ロシ
ア（プーチン大統領）への世界的
な評価が下されることになろう。
ロシアはどうしてもウクライナに
負けるわけにはいかない。“プー
チン帝国”の浮沈がかかっている
からだ。
　大国と小国との戦争では、米国
が苦戦したベトナム戦争が挙げら
れるが、周知のように、最後には
米軍の撤退で幕を閉じた。それは
本国での青年たちによる反戦運動
が大きな契機となった。軍事力で
は米軍が勝っていても、ベトナム
民族の完全独立への悲願には勝て
なかった。米国は、これを契機に

力による世界戦略を見直すること
になった。
　一方、ロシアにとってウクライ
ナは隣同士の、長年の兄弟国家で
もある。ロシアにとってウクライ
ナは、国家の安全保障の上でも、
地政学的にも最大の防波堤でもあ
る。だから、ロシアにとってウク
ライナとの離別は、国家の安全保
障からも重大問題になる。ウクラ
イナがヨーロッパ（EU）に入る
と、ロシアにとって外界に対して
丸裸の状態になるからだ。ロシア
はウクライナを武力で威嚇し、現
在のウクライナ政権を倒そうとし
ている。その意味で、ロシアはロ
シアなりに背水の陣を敷いている
と言える。その中で、世界は高み
の見物というわけにもいかないだ
ろう。特に、ヨーロッパは大きな
危機に直面しているからだ。

ロシア側の事情

　それでは、次にもう少しロシア
側に入り込んで、内輪の事情を探
ってみよう。
　白水社が2023年に発行した松

村恭平訳『ウクライナの地政学』
（エマニュエル・アルマンドン
著）によると、ロシアはウクライ
ナにおいて、かつては最も好感を
抱く国々に属し、広く「兄弟国」
「友好国」「戦略的パートナー」
と思われていた。
　2009年には58％に及ぶウクラ
イナ人がロシアを「最も信頼して
いる同盟国の一つ」と見ていたし、
2007年9月の調査では回答者の
56％が国際舞台でのプーチン大
統領の行動と姿勢に賛同していた。
　そして、ロシアとの協力が自国
の外交政策の主たる方針になって
ほしいと願うウクライナ国民の割
合は、2005年から2009年にかけ
て38％から52.5％へ上昇してい
たという。
　また、キーウ国際社会学研究所
が実施した研究結果によると、ロ
シアを信頼できる同盟国だと見る
国民の割合は長年にわたって80
％から93％であったものが、
2014年9月には48％へ急落し、
2021年12月にはたったの34％へ
下落している。さらに2014年春

にプーチンを信頼していたのは、
回答者のうちたった23％、2019
年には11％へと急落。若い人の
場合、ロシア国家と緊密な関係を
築くことを望んでいる者は、たっ
た9.1％（2015年9月）であった
という。
　かつてゴルバチョフの元ブレー
ンであったアンドレイ・グラチョ
フは、ロシアへのクリミア併合に
ついて、「ロシアは数世紀にわた
って二つの国民を結び付けてきた
緊密で真に兄弟的な関係に決定的
な一撃を与えた」「ロシアは長き
にわたり、ウクライナを失った」
と述べている。ウクライナのロシ
アへの不信は、その根っこにおい
てロシアによる強引なクリミア併
合が大きな動機になっているよう
である。

クリミア半島の問題

　そこで、ロシアによるクリミア
併合とはどういうことなのか。次
に、その問題に焦点を当ててみた
い。
　クリミアはロシアにとって歴史
的に深く関わっている。クリミア
は1783年、エカテリーナ2世の下
で勝ち取った土地で、ここをベー
スに海軍強国への道が開かれた。
有名なセバストポリはクリミア戦
争の舞台となり、第二次世界大戦
中の赤軍の英雄的活躍から“ロシ
ア愛国心”の聖地でもあると言う。
　また、第二次世界大戦の戦勝国
ロシア、米国、英国の戦後処理に
関する会議が行われた土地でもあ
る。そして、ロシアの誇る黒海艦
隊の基地でもある。これらをどう

処理するか。ロシ
アの安全保障に関
わる問題だけに、
余談の許さない難
題になっている。
したがって、今の
戦闘状況では、先
行き不透明と言っ
てもよいだろう。
とにかく、この土
地はロシア文学か
らも大切な土地である。プーシキ
ンの詩、トルストイやチェーホフ
の小説にも登場している。まさに
歴史的にはロシア人の先進文化の
源泉になっている。こういう面に
も紛争の種が広がっていて、ロシ
ア―ウクライナ問題の根は深い。
　最後に、ウクライナに対するロ
シア側の思いについて触れてみた
い。
　ウクライナの独立によってもた
らされた動揺を、エリツィン（元
首相）の著作『ボリス・エリツィ
ン最後の証言』の最終巻では、次
のように述べていると言う。
　「ロシア人にとって、ウクライ
ナ人はベラルーシ人と同様に兄弟
である。言語、風習、生活様式な
どあらゆる点で大いなる類似性が
ある。キエフは古代ロシアの中心
地、ウクライナはわれわれの国民
アイデンティティとわれわれの歴
史の発祥地ではなかったか。ウク
ライナのないロシアを想像するこ
となど不可能である。どちらか一
方が欠けても存続できるといつま
で見せかけられるだろうか」
　ウラジーミル・プーチン大統領
も2013年７月にキーウを公式訪

問した時に、「ロシア民族とウク
ライナ民族は、今では分離された
二つの国で暮らしているが、共通
の歴史を有している。共通の未来
を分かち合わなければならない」
と述べている。また、プーチン大
統領は2021年7月に『ロシア人と
ウクライナ人の歴史的一体性につ
いて』と題する論文の中でも繰り
返しウクライナとロシアの再統一
を正当化する理由を述べている。
　それが、一転してウクライナへ
の進攻を開始する。多くのロシア
人にとってウクライナの独立は受
け入れがたい現実のままのようだ
が、また、クリミアについても同
様のようである。クリミアの喪失
はまさに「切断」だとみなされて
いる。クリミアは人口の大半をロ
シア民族が占めている。クリミア
全人口に占める割合は65.6％で、
ウクライナ人が26.7％。1954年
にウクライナに併合された。しか
し、ソ連が崩壊してロシアとウク
ライナが分離した時に、その行政
的な境界が、国際的な境界になり、
大きな地域的な緊張とウクライナ
とロシア両政府の外交的危機がも
たらされていたのである。
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歴史的な深さを感じる
ロシアとウクライナの戦争

インドネシアのバリ島―土着信仰の島（2000年4月撮影―筆者）
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　世界保健機関（WHO）によると、世界の人口の約15％が障害者であり、その80％が開発途上国
で暮らしている。「No one left behind（誰一人取り残さない）」を掲げた持続可能な開発目標
（SDGs）や、「Nothing about us without us（私たちのことを私たち抜きで決めないで）」を掲げ
た障害者権利条約の採択により、障害者をめぐる状況の改善が期待されているが、課題はいまだ
大きい。当事者・アライ（支援者・理解者）の取り組みや思いを追いながら、障害主流化を実現する
ために国際協力関係者は何をしなければいけないか、考えたい。

特集 障害主流化と国際協力
当事者と進めるインクルーシブな社会づくり

資源の絆10周年のシンポジウム

1．障害と開発を考える
　　Part Ⅰ　障害とは何か／Part Ⅱ　障害×開発をどう進めるか
　　JICA個別専門家／日本福祉大学大学院 客員教授　久野 研二氏

2．「○○×障害」をカタチに
　　障害のある母子が社会から切り離されないために
　　合同会社 サマウーマ・コンサルティング 代表社員・コンサルタント　定森 みちる氏

　　誰もが旅行を楽しめる“当たり前”を実現する
　　office Fuchi/
　　（株）プランニングネットワーク ユニバーサルツーリズムアドバイザー　渕山 知弘氏

　　インクルーシブ防災を確立するために
　　同志社大学社会学部 教授　立木 茂雄氏

　　日本―タイの障害者協力　他のアジア諸国にも拡大を
　　アジア太平洋障害者センター（APCD） ネットワーキング・コラボレーション主任　
　　ワチャラポン・チュエンチャロン氏

3.当事者がひらく新たな地平
　　アジア、中南米に広がった自立生活運動
　　メインストリーム協会　廉田 俊二氏 ／ 井上 武史氏

　　障害に対する意識改革の輪を世界に
　　JICA人間開発部 高等教育・社会保障グループ　照屋 江美氏 

　　保健・栄養分野の障害主流化へ　悩みながらもプロジェクト推進
　　JICAパラグアイ事務所 職員　福地 健太郎氏

4.担い手を広げる仕組み
　　障害者の就労・雇用支援を続ける日本財団
　　Column １　参天製薬（株） ／ Column ２　（株）レゾナック・ホールディングス

　　40年以上にわたり障害者のリーダー育成
　　（公財）ダスキン愛の輪基金 常務理事・事務局長　水嶌 美幸氏

各国での障害主流化の取り組み
1．障害と開発を考える障害と開発を考える障害と開発を考える

各国での障害主流化の取り組み
障害と開発を考える

各国での障害主流化の取り組み
障害と開発を考える障害と開発を考える障害と開発を考える障害と開発を考える障害と開発を考える アジア太平洋障害者センター（APCD）のカフェで働く人々。店内では、障害者がタイ産の

カカオから作ったチョコレートや、パンが販売されている＝バンコク都心部で。APCD提供
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